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＜古　　代＞

　五島列島の縄文、弥生時代の遺跡は島内いたるところに見ることが出来、現在確認されたものは 200 ヶ所以
上にのぼる。これらの遺跡の発掘調査が始まったのは昭和 37 年のことで、以来五島各地で発掘調査が進み、
これまでの調査で最も古い時代の遺跡は 6000 年前の縄文前期である。今後の発掘調査を待たねばならぬが、
島内からは縄文前期の土器片や旧石器時代の石器も発見されているので、五島人の歴史は一万年以前にさかの
ぼるのではないかと推測される。
　五島列島は古代「値嘉島」といわれていた。「古事記」のイザナギの大八島の生成に「次に知訶島を生みき。
亦の名は天之忍男と謂ふ。」とあり、また「肥前風土記」にも値嘉郷として地名の由来、住民、産物などが書
かれている。現在の五島という地名になったのは平安時代末期の頃からで、当時日本へ渡航して来る中国人によっ
て「五峰」或いは「五島」と呼ばれるようになったといわれている。
　五島列島は中国に最も近い日本の島として、中国大陸との関係は非常に古く、奈良及び平安時代初期には遣
唐使船の日本最後の風待ちの地として、遣唐使制度廃止後も中国商船の博多太宰府への中継地として国際的に
も重要な島であった。
＜中　　世＞

　古代から中世に移ると島の各地に豪族としての武士団が誕生する。平安時代末期小値賀の地頭職であった後
の青方氏、文治 3 年京の都を逃れて宇久島に渡来し、後に五島家となる宇久氏、有川、藤原、白魚の各氏等
十指に余る。
　宇久氏は弘和 3 年（1383）宇久島から福江島の岐宿に進出、更に 5 年後福江に移り五島統一の基礎をつくる。
　17 代領主宇久盛定は大永元年逆臣玉之浦納（オサム）を破って戦国大名としての地位を確立する。この時
代は中国沿岸を荒し廻った倭寇の根拠地としても五島は利用された。さらに五島における「キリシタン」の歴史
も古く、フランシスコ・ザビエルのキリスト教日本布教が始まって 17 年後の永禄 9 年（1566）には、五島での
キリスト教布教が始まり、2 年後には信者の数は 3,000人を数えるに到ったと伝えられている。なお、紀州、中国、
四国の漁業家が五島にマグロ網、カマス網、カツオ網、捕鯨などの漁場を求めて来島し、五島漁業の基礎を築
いたのもこの時代の末期の頃であった。
＜近　　世＞

　近世に入り五島家は五島藩主として幕藩体制に組みこまれ、幕府より異国船警備の軍役を仰せつかり辺境の
守りに翻弄されることになる。幕末も風雲急を告ぐる嘉永 2 年（1849）幕命により石田陣屋あとに福江城を築城、
15 年の歳月を経て文久 3 年完成をみたが 5 年後には明治維新となり、日本国防という特別な使命をもった福江
城は、日本最後の城として、その使命を果すことなく廃城となった。
また、寛政 9 年（1797）、大村領外海から108 名のキリシタンが六方の浜へ着くなど多くのキリシタンが移住した。
＜近　　代＞

　明治元年、久賀島ではキリシタン 23 人が信仰を表明したため捕らえられ、迫害を受けたのをきっかけに五島
全島にキリシタンへの弾圧が広がった。このような迫害の中にあっても信仰を継承してきた各地のキリシタンは、
キリスト教が認められるようになると、自らの財力と労力を捧げ教会建築に乗り出した。
　明治 4 年 7 月廃藩置県となり 684 年の長きにわたった 31 代領主五島家の歴史は終りを告げ福江県となり、
同年 11 月、福江県が廃止され長崎県に編入された。明治 11 年 12 月、郡区編成法により福江に南松浦郡役所
を設置、大正 15 年 7月、これを廃し南松浦支庁となる。昭和 35 年 4 月、五島支庁に改め、福江島、久賀島、
奈留島、若松島及び中通島の５主島と大小百有余の島しょ部を含めた福江市、南松浦郡 10 ヶ町の 1 市 10 町を
統轄していた。平成 16 年 8 月、合併により五島市、新上五島町の 1 市 1 町となり、平成 17 年 4 月、五島支庁
を五島地方局に改めた。平成21年４月、五島地方局へ保健所（小値賀町も所管）及び家畜保健衛生所を編入し、
五島振興局に改め、今日に至っている。　　　　　　　　　　　　　　　　〔的野圭志 氏 述　※一部加筆〕

－１－

１．沿　革

チ カ シマ オオ ヤ シマ チカノシマ

アメノオシオ
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＜位　　　置＞

　五島列島は九州の最西端に位置し、わが国の西の玄関口“長崎港”から更に西へ100km、九州の最果ての海、

“五島灘”を隔て、大陸へつながる潮路の中に、西南から北東へおよそ80km（含む男女群島150km）にわたっ

て斜走している。

＜地形・地質＞

　地質は、大部分が古代三紀の砂岩、礫岩、頁岩及び玲岩よりなっているが、地形は極めて複雑で火山群をと

もなう沈降性地塁島群で、多くの溺れ谷をもち、その海岸線は屈曲に富む。しかも福江島、若松島は断層をと

もなって形成されたわが国屈指の溺れ谷として著名である。

　また、水成岩、玲岩地帯の海岸には、東シナ海の荒波を受けて、みごとな海蝕崖がつらなり、特に大瀬崎

の断崖は有名である。

　また、福江島には、小型のホマーテ（臼状火山）及びアスピーテ（楯状火山）の火山群があり、特に鬼岳

火山群はアスピーテの上にホマーテが重なり合ったシンダーコーンと呼ばれる形状をしており、その特異な火山形

はわが国でも珍しい存在である。

　鬼岳の噴火口からは「ペレーの涙」と呼ばれる珍しい火山涙も産出しており、県の天然記念物にも指定され

ている。

　昭和 30 年 3月16日、当列島は西海国立公園としてほぼ全域にわたって指定され、その地形、動植物、文化財、

その他極めて優れた観光資源はバラエティに富み、海の国立公園として高く評価されている。

＜気　　　候＞

　五島の気候は、対馬暖流の影響を受け温暖であるが、台風の常襲地帯で降雨量が多い。

＜総　面　積＞　　　平成 2７年10月1日現在　　　　　　＜島　し　ょ＞　　　平成 2６年10月1日現在

－２－

２．自　然

五　　島　　市

新 上 五 島 町

五　　島　　計

420.05

213.94

633.99

18

614.42

111

19.126

市　町　名 有　人　島 無　人　島

数

（㎢）

面
積

面　　積（㎢）

（全国都道府県市区町村別面積調）

（第 62 版長崎県統計年鑑）
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＜人口・世帯数＞

　五島地区の人口は、昭和 30 年の149,583人をピークに年々減少傾向にあり、平成 22 年国勢調査では 62,696
人（28,002 世帯）となった。
　平成 17年国勢調査と比較すると、県平均 3.5％の減であるのに対し、五島地区は10.2％の減である。
　一方、世帯数は、昭和 40 年からほぼ横ばいの状況であるが、一世帯あたりの人員は、平成 12 年 2.5人（県
平均 2.7人）、平成 17年 2.4人（県平均 2.7人）、平成 22 年 2.2人（県平均 2.6人）となっている。
　なお、人口分布は平成 22 年国勢調査によると下五島地区に 40,622 人（64.8％）、上五島地区に 22,074 人
（35.2％）となっている。
　年齢階層別人口は、昭和 30 年国勢調査人口では老齢者が少なく、幼年が多いピラミッド型を呈していたが、
昭和 40 年国勢調査では高度成長期の初期段階に差しかかっていた頃でもあり、産業の担い手であった若年労
働者の流出が激しく、義務教育終了とともに島外流出の傾向が生じた。また、第一次ベビーブームの終焉ととも
に14 才以下の階層も年齢が下がるにつれ減少している。
　昭和 50 年以降の国勢調査でも一度流出した若年労働者のＵターンの動きはなく、高校卒業とともに流出して
いくパターンは定着し、島内には一定数しか残っていない。
　そのため、人口再生産の絶対数では、近年の少産少死の傾向と相乗し若年層は減少しつつある一方、65 才
以上の高齢者人口の全体に占める割合は、昭和 30 年に 8,659 人（5.8％）、平成 17 年国勢調査で 21,071 人
(30.2％)、平成 22 年国勢調査で 20,927人（33.４％）と大幅アップしている。

人口・世帯数の推移

－３－

３．人口・産業

（国勢調査）
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－４－

３．人口・産業

年齢階層別人口の推移
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＜産業構造と島民所得＞

　五島の就業者数により産業構造をみると、平成 22 年国勢調査による就業者総数は約 2 万 6 千人で五島の人
口の約 4 割、生産年齢人口の約 7.5 割にあたる。
　産業別構成では、1 次産業約 3 千 8 百人（14.7％）（農林業約千 6 百人、水産業約 2 千百人）、2 次産業約
3 千 6 百人（13.9％）、3 次産業約 1 万 8 千人（70.4％）となっている。昭和 45 年当時からすると農業就業者
が大幅に減少しており、従来の農業・水産業主導型の産業構造から 3 次産業へと移行している。
　市町村民経済計算による平成 22 年度の五島の産業の総生産額は 1,722 億円で県内産業の総生産額 4 兆
3,500 億円のわずか 4.0％となっている。
　五島の産業の総生産額の内訳は、1 次産業 126 億円（7.3％）（農林業 31 億円、水産業 95 億円）、2 次産業
177 億円（10.3％）、3 次産業 1,420 億円（82.5％）となっている。
　１人あたりの総生産額についてみると、平成 22 年度は 275 万円で県平均 305 万円を下回っている。

地域別産業別就業者構成比及び総生産額

－５－

３．人口・産業

地域別

五　島　市

新上五島町

五　島　計

壱　　　岐

対　　　馬

県　　　計

( 構成比 ％)

( 構成比 ％)

( 構成比 ％)

( 構成比 ％)

( 構成比 ％)

( 構成比 ％)

（国調人口）

（国調人口）

（国調人口）

（国調人口）

（国調人口）

（国調人口）

(16.4)
2,791

5,397

(11.4)
982

7,140

(14.7)
3,773

12,537

(22.6)
3,141

5,061

(21.6)
3,357

6,626

(7.9)
51,695

109,700

(12.9)
2,192

10,574

(16.0)
1,381

7,084

(13.9)
3,573

17,658

(15.9)
2,201

16,288

(12.3)
1,910

9,239

(19.5)
127,183

871,099

(69.3)
11,791

88,173

(72.7)
6,277

53,830

(70.4)
18,068

142,003

(60.8)
8,434

57,577

(65.9)
10,223

85,389

(69.2)
450,757

3,367,482

17,009

104,144

　
8,651

68,054

　
25,660

172,198

　
13,873

78,926

　
15,507

101,254

　
650,972

4,348,281

40,622

22,074

62,696

29,377

34,407

1,426,779

256.4

308.3

274.7

268.7

294.3

304.8

就 業 者 数 ( 人 )

就 業 者 数 ( 人 )

就 業 者 数 ( 人 )

就 業 者 数 ( 人 )

就 業 者 数 ( 人 )

就 業 者 数 ( 人 )

総生産額 ( 百万円 )

総生産額 ( 百万円 )

総生産額 ( 百万円 )

総生産額 ( 百万円 )

総生産額 ( 百万円 )

総生産額 ( 百万円 )

区　分 第１次産業 第２次産業 第３次産業 計 人口１人あたり
総生産額 (万円)

・就業者数構成比及び人口は平成 22 年国勢調査、総生産額は平成 22 年度長崎県の市町村民経済計算。
　ただし、帰属利子等は各産業に按分した。 　　 （44 ページに帰属利子按分前の詳細を掲載）
・端数処理を行っているため、列の合計が一致しない場合がある。
・就業者数には分類不能があるため、就業者数と産業別計は一致しない。
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<県　　　税>

　平成 27 年度の決算で五島地区の県税収入額は 19 億 4,183 万 2 千円で県全体（1,139 億 4,288 万円）の約

1.7％を占める。

　その収入額のうち個人県民税が 63.5％、法人二税が 13.5％、自動車税が 14.5％で、全収入額の 91.5％を

占める。

平成2７年度県税の収入状況（五島振興局管内）

区分 県　　民　　税 事　　業　　税
個　人 個　人法　人 法　人 自動車税 その他 総　計不動産

取得税
軽　油
引取税

ゴルフ場
利用税利子割年度

平成 25 年度
（対 H24伸率）

平成 26 年度
（対 H25伸率）

平成 27 年度
（対 H26伸率）

1,535,533
20.7

1,277,447
△ 16.8

1,298,742
1.7

1,477,017
21.5

1,210,460
△ 18.0

1,233,717
1.9

2,897
△ 28.7

2,240
△ 22.7

1,976
△11.8

55,619
6.0

64,747
16.4

63,049
△2.6

153,592
25.0

203,533
32.5

241,887
18.8

36,494
18.1

32,918
△ 9.8
43,634

32.6

117,098
27.4

170,615
45.7

198,253
16.2

293,880
△ 2.3

286,664
△ 2.5

282,065
△1.6

49,418
△ 22.3
53,691

8.6
78,423

46.1

35,233
5.8

37,286
5.8

31,456
△15.6

8,484
2.5

8,313
△ 2.0
8,242
△0.9

1,481
△ 21.8

1,091
△ 26.3

1,017
△6.8

2,077,621
15.3

1,868,025
△ 10.1

1,941,832
4.0

県税の収入状況の推移 （単位 : 千円）

－６－

３．人口・産業

県税収入計
1,941,832
　　千円

個人県民税
1,233,717

（63.5％）

県民税
1,298,742

（66.9％）

法人県民税
63.049

（3.3％）

利子割県民税
1,976

（0.1％）

個人事業税
43,634

（2.3％）

法人事業税
198,253

（10.2％）

不動産取得税
78,423

（4.0％）

ゴルフ場利用税
8,242

（0.4％）
自動車税
282,065

（14.5％）

軽油引取税
31,456

（1.6％）

その他
1,017

（0.1％）

事業税
241,887

（12.5％）

その他
401,203

（20.6％）
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＜商　　　業＞

　商業統計調査（平成26年商業統計調査確報）によると、管内の平成26年の商店数946店舗、従業者数3,637人、
商品販売額699 億5,696 万円で、県内で占める割合は、商店数 6.6％、従業者数4.0％、商品販売額 2.5％となっ
ている。
　
＜工　　　業＞

　工業統計調査（平成 26 年長崎県の工業）によると、管内の平成 26 年の従業員 4 人以上の事業所数は 74
事業所、従業者数 861 人、製造品出荷額等 85 億 822 万円で、県全体の事業所数の 4.1％、出荷額等ではわ
ずか 0.5％となっている。
　1 事業所あたりの従業者数、出荷額等は、11.6 人、1 億 1,498 万円で県平均（30.7人、8 億 7,096 万円）を
かなり下回っており零細な事業所が多いことがわかる。
　また、地域別では、五島市が事業所数の54.1％、従業者数の 64.1％、出荷額等の 73.7％を占めている。

＜地場産業＞

　昔から伝わる技術・技法によって造り出されている五島手延うどん・サンゴ製品・かんころ餅などのように伝
統的な業種と、自然の豊かさ、魚どころ五島ならではのユニークな製品を造る企業などが立地している。
　業種別には、五島手延うどん、海藻加工品、水産練製品、素干・煮干等の水産食料品製造業のウエイトが
高い。また、地域別には、五島市（富江地区）にサンゴ製品製造業が、新上五島町（上五島地区、新魚目地区、
有川地区）などに五島手延うどん製造業が集積し、産地を形成している。このほか、椿製品、アゴ・アジのダシパッ
ク、無添加ハム・バター、かんころ餅、バラモン凧などがある。
　このうち長崎県伝統工芸品に指定されている「サンゴ」は、原木の枯渇等の問題を抱えている。

－７－

４．商 工 業

（単位 :百万円）

※　工業統計調査については4人以上の事業所（平成 26 年商業統計調査確報・平成 26 年工業統計調査確報）

区　分

市町名

五　島　市

新上五島町

五　島　計

県　　　計

609

337

946

14,231

2,339

1,298

3,637

90,933

51,484

18,473

69,957

2,787,832

商　業（H26.7.1 現在）

事業所数 商品販売額従業員数

40

34

74

1,794

552

309

861

55,126

6,266

2,242

8,508

1,562,494

事業所数 製 造 品
出荷額等従業者数

工　業（H26.12.31 現在）
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＜観　　　光＞

　五島列島は、美しい自然景観と、遣唐使、倭寇、教会などのキリシタン関連等幾多の歴史、文化遺産に恵ま

れており、それらを活かした観光宣伝、イベントの開催など観光産業は五島の基幹産業の一つとなっている。

　平成 27 年における五島の観光客延べ数は約 69 万人で、観光客の島内消費額は約 117 億円となっている。宿

泊施設は、旅館・ホテル等 66 軒で収容能力 2,295 人、民宿 142 軒で収容能力が 1,251 人となっている。

　近年、観光客のニーズが見て回るだけの団体型観光から、自ら目的意識を持って体験する個人・小グループ

型の観光へとシフトしている。

　このため、①恵まれた自然環境や素材を活用しながら、五島でしか体験できないものを創り上げるなど他の観

光地との差別化を図り高品質かつ高くても売れる旅行商品を造成する。②天候や季節に左右されることのない

オールシーズン型の受入体制を整備するなどといった取組が重要である。

　現在、長崎県では「長崎県ＥＶ・ＰＨＶタウン構想」の主要プロジェクトとして世界遺産候補を有する五島地

域においてＥＶ（電気自動車）等とＩＴＳ（高度道路交通システム）が連動した未来型ドライブ観光システムの実

現に取り組んでいる。平成 24 年 10 月に、当該プロジェクトで開発した、地域住民が直接発信した観光情報を

EV レンタカー利用者へ届けるシステム「長崎みらいナビ in 五島」の運用を開始した。

　また、教会群の世界遺産登録を目指し、県及び関係市町と連携して、受入体制の整備を進めている。

　航路については、五島～長崎航路のフェリーが約 30 年ぶりに新造され、Ｈ23 年４月、新船「万葉」が就航。

就航に合わせ、五島～長崎航路のフェリー及びジェットフォイルの運賃が２割値下げされており、交流人口の拡

大を図っている。Ｈ24 年 12 月には、新船「椿」が就航した。

観光客延べ数と観光消費額の推移

－８－

５．観　光

区　　　分 H 7 H12 H27H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

106.8

87.1

19.7

19,025

16,485

2,540

122.0

100.0

22.0

18,442

15,846

2,596

68.6

41.2

27.4

11,746

7,005

4,741

122.7

102.3

20.4

22,150

18,711

3,439

59.2

40.1

19.1

10,293

7,030

3,263

59.9

40.3

19.6

10,408

7,083

3,325

58.9

39.1

19.8

10,106

6,747

3,359

60.7

40.7

20.0

10,191

6,785

3,406

60.6

37.7

22.9

10,630

6,386

4,244

63.2

39.1

24.1

11,098

6,529

4,569

64.2

40.0

24.2

11,344

6,784

4,560

観光客延べ数（万人）

うち五島市

うち新上五島町

観光消費額（百万円）

うち五島市

うち新上五島町
※Ｈ20年分より、算定方法の見直しが行われた。    　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （長崎県観光統計）
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＜国 立 公 園＞

　昭和 30 年に五島、平戸、佐世保、北松の景勝地等が指定されて以来、昭和 47年に福江市沖及び若松瀬戸
の海中公園指定、昭和 57年、平成 5 年、平成 13 年の見直しを受け、現在 24,646ha が西海国立公園として指
定されている。
　このうち、五島列島地域は、西海国立公園陸域面積の 67％と、海中公園の全域を占めている。
　五島列島は、数多くの島しょ群と、溺れ谷景観を随所に展開するが、中でも、大瀬崎灯台を中心に約 15 ㎞に
わたってつらなる高さ 100ｍ内外の海蝕崖、鬼岳を中心とする噴石丘の景観、若松瀬戸及び玉之浦湾の溺谷地
形、高浜、頓泊海岸の砂丘、砂浜の海岸景観は、西海国立公園の代表的な風景である。

利用施設一覧

－９－

５．観　光

市　町　名 公 園 計 画 施　　　　　設　　　　　名
駐車場、広場、休憩所、便所、サイクリングロード、天文台、
五島椿森林公園等
駐車場、広場、休憩所、展望所、便所、歩道、ビジターセンター
駐車場、広場、展望所、便所、歩道
歩道、休憩所

管理棟、便所、炊事棟、ケビン、台座式テント、バンガロー
フリーテントサイト、ディスクゴルフコース、海水浴場、
アスレチック施設、広場、駐車場、サイクリングロード、
テニスコート、グランドゴルフ

駐車場、広場、歩道、休憩所、便所、展望デッキ
駐車場、広場、便所、休憩所
駐車場、広場、便所
歩道

駐車場、便所、休憩所
歩道、広場、休憩所
駐車場、広場、木製遊具、休憩所、便所、展望台

駐車場、歩道、休憩所、便所、展望台

展望所、歩道
歩道、便所
駐車場、広場、休憩所、歩道、便所

歩道、広場、休憩所

駐車場、歩道、休憩所、便所
駐車場、歩道、広場、休憩所、便所、展望所
休憩所、展望所

駐車場、歩道、広場、休憩所、便所
駐車場、歩道、広場、展望所

福 江 地 区

富 江 地 区

玉之浦地区

三井楽地区

岐 宿 地 区

若 松 地 区

新魚目地区

有川地 区

奈良尾地区

①

②
③
④

①
②
③
④

①
②
③

①
②
③

①
②
③

①
②

鬼 岳 園 地

鐙 瀬 園 地
箕 岳 園 地
笹 岳 線 歩 道

さ ん さ ん 富 江
キ ャ ン プ 村

大 瀬 崎 園 地
頓泊海水浴場
向 小 浦 園 地
七岳父ヶ岳線歩道

高浜海水浴場
嵯峨島線歩道
白良ヶ浜園地

城 岳 園 地

三 王 山 園 地
三王山雌岳線歩道
龍 観 山 園 地

番 岳 園 地

蛤 浜 園 地
黒 崎 園 地
丹 那 山 園 地

虎 星 山 園 地
米 山 園 地

五

　
　
　
　
　
島

　
　
　
　
　
市

新

　
上

　
五

　
島

　
町
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＜交　　　通＞

　五島と本土を結ぶ交通機関としては、空路では、福江～長崎間に DHC8-201（平成 14 年 4 月から 3 便）、福
江～福岡間に DHC8-400（平成 23 年 10 月末から2 便）・DHC8-201（平成 21年 11 月から2 便）が就航している。
平成 27 年の福江～長崎間は就航率 97.5％、乗降客数 30,367人、利用率 39.3％、福江～福岡間は就航率 96.7％、
乗降客数 100,972 人、利用率 60.3％となっている。（福江～大阪間は、平成 24 年より休止）
　なお、上五島には、上五島～長崎間（2 便）、上五島～福岡間（1 便：平成 16 年 4 月より運休）にアイランダー
機が就航していたが、平成 18 年 3 月末で路線廃止となった。
　航路では、福江～長崎間（３便）・有川～佐世保間（2便）・福江～青方～博多間（１便）にフェリーが就航。また、
福江～奈良尾～長崎間にジェットフォイル（４便）、鯛ノ浦～長崎間に高速旅客船（３便）、有川～佐世保間に
高速旅客船（７便）が就航している。
　また、上五島～下五島間の沿岸航路においては、ジェットフォイル（３便）、フェリー（4.5 便）、高速船（5 便）
が就航している。 航路では、8 業者 1 自治体が運航している。
　陸上交通では、福江島に五島バスが、中通島・若松島に西肥バスが、奈留島では丸浜産業が運行している。

－10－

５．観　光
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＜行政区画＞

　五島地区の行政区画は、下五島地区（福江島・久賀島・奈留島）が福江市、富江町、玉之浦町、三井楽町、
岐宿町、奈留町、上五島地区（若松島・中通島）が若松町、上五島町、新魚目町、有川町、奈良尾町の 1
市 10 町からなっていたが、平成 16 年 8月1日をもって下五島地域の1市 5 町が合併し「五島市」に、また上
五島地域の5町が合併し「新上五島町」となった。
　このほか、一部事務組合として下五島地区に下五島地域広域市町村圏組合及び五島西部衛生施設組合が、
上五島地区に上五島地域広域市町村圏組合があり、常備消防・救急業務・老人ホーム・し尿処理等の広域運
営並びにふるさと市町村圏事業の計画・実施を行っていたが、これらの一部事務組合は、平成 16 年 7月31日
をもって解散し、その事務、財産、債務、職員については、それぞれ新市町へ引き継がれた。

＜市町村行政区画の変遷＞

－11－

６．市町行財政

上五島町

新魚目町
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＜地 方 財 政＞

　五島市及び新上五島町の平成 26 年度決算統計によると、普通会計歳入決算額は 512 億円（対前年度比
2.4％減）となっている。
　そのうち自主財源の要ともいうべき地方税は企業等が少ない現状からわずか 56 億円（対前年度比 7.0％減）
で、歳入総額の 11.0％を占めるにすぎない。一方、地方交付税は 244 億円（対前年度比 0.2％増）で歳入総
額の 47.7％を占め、これに国県支出金などをあわせた依存財源は歳入総額の 81.1％、416 億円にのぼる。
　歳出総額は 499 億円（対前年度比 1.5％減）で、このうち人件費・扶助費・公債費の義務的経費が 230 億円（対
前年度比 2.8％減）と歳出総額の 46.2％を占めている。
　市町村税等の自主財源に乏しく事業財源を起債に頼らざるを得ないため、起債制限比率及び実質公債費比率
が高くなっている。
また、財源の硬直化が進行しており、経常収支比率は 87.5％と高く、財政力指数も 0.25 となっている。

各市町の歳入歳出決算額及び財政指標等（平成26年度決算統計より）

＜市町村合併＞

　下五島 1 市 5 町（福江市、富江町、玉之浦町、三井楽町、岐宿町、奈留町）においては、平成 13 年 7月1日に「下
五島一市五町合併協議会」が設置され、平成 16 年 8 月1日に合併し「五島市」となった。
　また、上五島地域 5 町（若松町、上五島町、新魚目町、有川町、奈良尾町）においては、平成 13 年 4 月1日に「上
五島地域 5 町合併協議会」が設置され、合併へ向けた協議を重ねた結果、平成 16 年 8 月 1 日に合併し「新
上五島町」となった。
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６．市町行財政 

五 島 市

新上五島町

五 島 計

歳入総額 歳出総額地方税
構成比 構成比

地　方
交付税 構成比

義務的
経　費

将来負
担比率

実質公債
費 比 率

（3 ヶ年平均）

財政力
指　数

（3 ヶ年平均）
経常収
支比率

32,867

18,375

51,242

3,372

2,254

5,626

10.3

12.3

11.0

14,958

9,468

24,426

45.5

51.5

47.7

14,355

8,692

23,047

19.6

18.1

18.9

10.4

10.2

10.3

89.9

85.0

87.5

0.24

0.26

0.25

31,776

18,157

49,933

45.2

47.9

46.2

→単純平均
※義務的経費：人件費・扶助費・公債費
※端数処理を行っているため、計と一致しない場合がある。

 （単位 : 百万円、％）
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＜農家戸数及び農業就業人口＞

　平成 27 年の農林業センサスによれば総農家戸数は、1,820 戸で平成 22 年から 5 年間で 17.4％減少した。農
家戸数を専兼業別に見ると、専業農家は 2.4 ポイント増加、一種兼業は 1.5 ポイントの増加、二種兼業は 3.9 ポ
イント減少した。

＜耕　　　地＞

　平成 27 年の耕地面積は 5,149haで水田 30.3％、畑 69.7％となっており、畑作のウエイトが高い。

　耕地面積の推移             

－13－

１．農　業

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

区　　分
総 農 家 数（戸）
販売農家数（戸）

農業就業人口（人）

昭和50年
10,503

-
64.9
16.4
18.7

14,969

昭和55年
8,721

-
65.0
15.2
19.8

12,178

昭和60年
7,784

-
63.2
14.2
22.6

11,085

平成27年
1,820
1,066
34.1
12.2
53.8

1,484

平成7年
3,261

-
50.7
17.4
31.9

4,845

平成12年
2,854
1,818
51.4
14.4
34.2

2,827

平成17年
2,454
1,511
45.0
15.5
39.5

2,268

平成22年
2,204
1,293
37.9
10.7
51.4

1,939

構成比
（％）

二種兼
一種兼
専　業

注）農家の定義の変更があり、昭和60年以前においては「5アール以上の農業を営む世帯及び経営耕地面積がこれら未
　 満でも調査日前1年間の農産物総販売金額が10万円以上あった世帯」であったが、平成2年ではこのうち「5アール
　 以上」が「10アール以上」に、「10万円以上」が「15万円以上」になっている。
　 平成12年以降は、販売農家数を基に「専兼業別構成比」及び「農業就業人口」を算出している。

区　　分

耕地面積（ha）

構成比
内　訳
（％）

牧 草 地

樹 園 地

普 通 畑

田

昭和50年

8,530

2.5

21.5

49.7

26.3

昭和60年

7,360

0.2

13.5

57.9

28.4

平成7年

6,137

0.2

3.5

65.5

30.9

平成17年

5,598

1.8

2.4

64.0

31.8

平成22年

5,130

69.4

30.6

平成27年

5,149

69.7

30.3

※Ｈ21年より牧草地・樹園地・普通畑の区分なし （長崎農林水産統計年報）
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＜主幹作目＞

　五島の耕地に占める水田率は 30.3％と低く、農業は畑作中心の農業経営形態であり、肉用牛、葉たばこ、
米が主幹作目となっている。近年は温暖な気候を活かした、ブロッコリー、たかな、アスパラガス、レタス、スナッ
プえんどう、中玉トマト等の産地化を進めている。
（肉用牛）
　五島牛（黒毛和種）は性質温順で耐久性に優れた役牛として、古くから広く島外に名声を高めてきた。
　昭和 40 年代後半からは、農作業が機械化されることにより、肉用としての増頭が進み県内でも主要な肉用子
牛の生産地帯として位置づけられている。
　担い手の高齢化等により飼養戸数は減少傾向にあるが、低コスト・省力型牛舎の計画的な整備、放牧の推進、
島内生産飼料の供給体制整備等によって、農協繁殖雌牛 5,000 頭増頭実践５ケ年計画 ( 平成 29 年度 ) の目標
達成に向けた飼養規模の拡大を図っている。
（葉たばこ）
　下五島地区の葉たばこは、昭和 63 年産、平成元年産、平成 4 年産と販売単価で日本一になるなど高品質生
産団地として確立しており、五島の畑作振興の代表的な作物である。近年は、いっそうの土づくりや基本栽培
技術の徹底による収穫量の増加と品質の向上を図っている。一方、高架型管理作業機の導入や受託共同乾燥
施設の設置を進め一戸あたりの経営規模拡大と産地維持を図ってきた。しかし、平成 23 年度に国が実施した
葉たばこ廃作募集により耕作者は減少し、27 年度の耕作者は 63 戸である。また 26 年度からは、これまでの
品種「第 3 黄色種（ブライトイエロー 4 号）」から「第 1 黄色種（コーカ 319）」へ品種転換し、所得向上を目
指している。
（水　稲）
　平成 27 年産の作付面積は約 554ha であり、早期水稲の作付割合は、29% で主な品種はコシヒカリ、普通
期水稲は 71　% でヒノヒカリが主体である。コシヒカリは「島そだち」、ヒノヒカリは「うんまか」、加えて温暖
化に対応した品種として 20 年度から「にこまる」、25 年度からは「つや姫」の４銘柄が販売されており評価が
高い。
　また、共同育苗施設やライスセンター等の設置により、良食味米生産と品質向上を図っている。

－14－

１．農　業 

ブロッコリー 葉たばこ
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＜農業産出額＞
　昭和 40 年～ 45 年は米、麦、いも類で約 50％を占めていたが、昭和 45 年にはかんしょに替って養蚕が導入
された。しかし、養蚕も平成 7 年産で廃作となり、肉用牛、露地野菜、葉たばこ、水稲に加え、新たに茶、
施設野菜および加工業務用野菜などが導入され、作目の多様化が進んでいる。

－15－

１．農　業 

事業で導入した牛舎

主要農産物の作付面積

（注）数値の基礎は下記資料による。
　　　①水稲、麦については市町調べ（Ｈ27 年度実績）
　　　②たかな、トマト、茶、アスパラガス、レタス、スナップえんどうについては、ごとう農協調べ
　　　　（Ｈ27 年度実績）
　　　③ブロッコリーについては、ごとう農協調べと農業振興普及課調べ（Ｈ27 年度実績）
　　　④葉たばこについては、西九州たばこ耕作組合福江支所調べ（Ｈ27 年度実績）
　　　⑤肉用牛及び豚の頭数は、県畜産課調べ（Ｈ27.4.1 現在）

区　　分
水稲

ha

麦類

ha

たかな

ha

トマト

ha

ｱｽﾊ゚ﾗｶ゙ ｽ

ha

ﾌ ﾛ゙ｯｺﾘｰ

ha

レタス

ha

　

ha

葉たばこ

ha

茶

ha

肉用牛

頭

豚

頭

545

9

554

544

-

544

83

-

83

2

-

2

6

-

6

194

-

194

8

-

8

10

-

10

132

-

　132

77

-

77

6,892

131

7,023

13,811

-

13,811

五　島　市

新上五島町

合　　計

スナップ
えんどう
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＜家畜衛生関連事業＞

　平成 27 年度　総事業費　5,108 千円
①　家畜の疾病発生状況や衛生管理状況等を病性鑑定等により情報収集。
②　BSE（牛海綿状脳症）汚染の実態を把握するため 48ヵ月齢以上の死亡牛を対象に検査を実施。
③　高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫、豚コレラなど広範囲な地域に影響を及ぼす家畜伝染病の発生に備

え、防疫体制の充実を図るため防疫演習を実施。
④　家畜飼養衛生管理基準の遵守指導について全戸巡回や地域講習会を開催。
⑤　畜産物の安全性を確保するため、動物用医薬品の適正流通・使用について調査・指導を実施。

＜農業基盤整備＞

　五島は、地理・地形的に下五島と上五島に大別される。下五島地域の耕地は、比較的平坦でまとまりがあり、
経営規模は約2.8ha／戸と比較的大きい。しかしながら区画形状が不整形で離島特有の潮風害の頻度が高く、
農業生産は不安定である。
　一方、上五島地域は、平地に乏しく急傾斜地で、細分化された耕地が分散し、経営規模も零細である。
　このような状況の中、21 世紀初頭における農業・農村の展望と方向を示した「ながさき農業農村整備推進計
画」に沿って、五島地域の特性に合った担い手確保のための生産基盤整備、農村の暮らしを支える環境整備
を目指している。
　現在、水田については、五島市野々切町・堤町・高田町（牟田地区）及び五島市玉之浦町（大宝地区）で
区画整理と暗渠排水工の整備を実施、また畑については、五島市上崎山町・野々切町（鐙瀬地区）で農地の
区画整理を実施している。

ア　「ながさき農業農村整備推進計画」　（五島管内）
　計 画 期 間　　平成 28 年～平成 32 年度
　計画の課題　　農業用水の確保と農地の面的基盤の整備、汎用田化の推進、農業水利施設の長寿命化の
　　　　　　　　促進、防災事業の推進
　整備の目標　　　水田の整備　　    現況   1,065ha　→　計画　 1,100ha
　　　　　　　　　畑 の 整 備　　    現況     364ha　→　計画 　  398ha

－16－

１．農　業 
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イ　農地の整備状況（平成 27 年度末時点）

ウ　平成 27 年度農業農村整備事業の概要
　五島管内における平成 27 年度予算は、 約 6 億円であり、 主に農地の区画整理を中心とした基盤整備を実
施。
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１．農　業 

区　　分

田

畑

計

1,560ha

3,352ha

4,912ha

1,065.4ha

　　363.9ha

1,429.3ha

68.3%

10.9%

29.1%

耕　地　面　積 整　備　済 整　備　率

整備前（鐙瀬地区）

整備後（鐙瀬地区）
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＜林家戸数＞

　2010年世界農林業センサス長崎県統計書によれば、総林家数は、1,394戸。ほとんどが農家林家で、専業林
家はいない。

　　保有山林を有する林家戸数

＜森林の概況＞

　人工林率は昭和 45 年度の 37％から平成 27 年度には 44％まで増加し、森林面積の半数弱が人工林となって
いる。

　　民有林人工林面積の推移

＜林　産　物＞

（木　　材）
　五島地域の人工林は、ヒノキが 75％、スギが 24％を占める。主伐期に達したものが少なく、大部分は間伐
対象林分である。なお、平成 27 年度における民有林の素材生産量は 5,049 ㎥。
（つばき実）
　五島の重要な特用林産物として、つばきの実が全島で収穫されている。この実から採れるつばき油は五島市（福
江地区、三井楽地区、岐宿地区）、新上五島町（新魚目地区）内の主な搾油所で 16,480 ㍑が生産されている。
つばき林は天然林が主で、施業は天然林の改良及び人工造林等で実施している。また、平成２３年から大企業
の CSR（社会貢献活動）として、つばき林の保全活動も行われるようになった。

　　主要林産物生産額

－18－

２．林　業

区

　
分

五
島

総　数

年　度 S 45 S 50 S 56 S 63 H 27

ha

ha

％

ha

ha

％

ha

ha

％

ha

ha

％

ha

ha

％

37,704

13,772

37

37,921

15,325

40

38,700

16,842

44

39,737

18,189

46

40,263

17,910

44

面　積

保　有　山　林　規　模　別　林　家　数

（単位 : 戸）

1,394

1～5ha

1,276

5～10ha

90

10～20ha

23

20～30ha

3

30～50ha

1

50～100ha

0

100ha以上

1

民 有 林 面 積

人 工 林 面 積

人 工 林 率

つ　ば　き　油

108,234 千円

木　　　材

30,015 千円　

計

138,249 千円
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＜森林整備の推進＞

　木材の生産と森林の公益的機能を発揮させるために、搬出間伐、除伐等を実施するとともに、ツバキ実増産
のためにツバキ林整備事業を推進している。平成 27 年度の主な事業については次のとおり実施した。
　森林環境保全直接支援事業　　　　　　　　   149.95ha　（うち、ツバキ林整備事業 21.98ha）
　森林環境保全直接支援事業（環境）　　　　　　104.4ha
　公的森林整備事業　　 　　　　　 　　　　   　21.53ha　（うち、ツバキ林整備事業 13.48ha）
　保全松林緊急保護整備事業　　　　　　 　   　81.58 ㎥

＜治山事業の推進＞

　天然現象等に起因する山地災害を主眼として、地域防災計画に密着した防災事業、水源のかん養、生活環
境の整備を行い、県土の保全と民心の安定を図る。平成 27 年度の事業は次のとおり実施した。
　　治山事業　　18 ヶ所　　　365,410 千円
　　（26 繰越   　1ヶ所　　　46,445 千円）
　　注）28 年度への繰り越しは含まない。（）内は平成 26 年度繰越事業で外数

＜林道網の整備＞

　林道は、林業の経営並びに森林の適正な維持管理を図る基盤であり、それぞれの開設目的に応じた規格構
造により整備を行っている。平成 27 年度は次のとおり実施した。
　　林道開設事業　　　 2 路線　　　　   451ｍ　　154,456 千円
　　（26 繰越開設　　　  1 路線　　　　　    0ｍ　　　56,495 千円）( 先行土工区間 )
　　林道改良事業　　　 2 路線　　　　　  280ｍ　　  25,303 千円
　　注）28 年度への繰り越しは含まない。（　）内は平成 26 年度繰越事業で外数

－19－

2．林　業

（丸太の島外出荷の状況）

（島内の木材市の状況）
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＜漁 業 構 造＞

　五島列島の海岸線は、リアス式海岸で変化に富み、天然の良港に恵まれ、魚類をはじめとする養殖等の適地
となっている。また、黒潮本流から分岐して北上する対馬暖流と、列島付近にできる沿岸流との影響から魚の
回遊が多く、西日本有数の好漁場を形成している。
　このような海洋環境の中、大臣許可である大中型まき網漁業（指定漁業）、知事許可である中小型まき網漁業、
刺網漁業、たこつぼ漁業等、免許漁業である採介藻漁業、魚類や真珠等の養殖業、定置網漁業、自由漁業
である一本釣、はえ縄漁業等の様 な々漁業が営まれている。
　平成 25 年に漁業を営んだ経営体は 1,221体で、釣り漁業が 649 体で 53.2％と最も多い。また、定置網漁業
経営体数 99 体は全県（296 体）の
33.4％を占めており、五島海区の漁業構
造の特色となっている。
　経営体数は、県全体 7,690 体の 15.9％
を占めるが、全ての漁業種類において減
少傾向にあり、昭和 55 年 3,370 体の
36.2％まで減少している。中でも、漁業
生産量の大半を占めている「まき網」や
「海面養殖」において減少が顕著となっ
ており、「まき網」では昭和 55 年の 32
体から 12 体に、「海面養殖」では昭和
55 年の 351 体から 57 体に、それぞれ大
幅に減少している。

　主な漁業種類別経営体数の推移

－20－

３．水産業

合計

※　年間海上作業日数が 30日未満の個人経営体は対象外。 （長崎農林水産統計年報）

3,079

2,779

2,675

2,248

1,964

1,537

1,221

まき網

32

28

26

21

15

13

12

刺網

364

393

351

293

263

181

141

定置

168

158

148

143

135

123

99

はえ縄

181

155

143

102

102

102

73

釣

1,754

1,503

1,530

1,263

1,084

827

649

採貝藻

143

167

174

162

135

124

106

その他

111

90

68

79

94

84

84

海面養殖

326

285

235

185

136

83

57
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年

年

年

年

年

年

年

定置網作業船の新造船
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＜生　産　量＞

　平成 26 年の漁業生産量は 55,201トンで、その構成は指定漁業（大中型まき網）70.0％、一般漁業 21.2％、
海面養殖業 8.8％となっている。
　生産量は、県全体 262,473トンの 21.0％を占めるが、ピークとなった昭和 63 年 274,732トンの 20.1％まで減少
している。

　　漁業生産量の推移

＜漁　協　等＞

　平成 26 年度末における管内の沿海地区漁業協同組合員数は 6,483 人で、県全体の 25,590 人の 25.3％を占め
るが、ピークであった昭和 56 年度末組合員数（12,623 人）の 51.4％まで減少している。
　また、漁業者の減少や高齢化、また厳しさを増す経営環境に対応するため、組合組織の統合・合併による
経営基盤の強化を進めており、平成５年度末に 36 あった組合は、平成 27 年度末現在、10 組合となっている。
　しかし、各漁協の経営基盤は依然脆弱で、上五島地区には小規模な漁協も未だ多く、各漁協間の財務格差
の解消と広域合併による経営基盤強化が課題となっている。

＜漁船勢力＞

　平成26年12月末における漁船総数は4,541隻で、その内訳は無動力漁船13隻、動力漁船5トン未満4,110隻、
5トン以上 431 隻で、5トン未満の小型動力漁船が 90.5％を占める。漁船総数は県全体 22,842 隻の 19.9％を占
めるが、ピークであった昭和 62 年 7,132 隻の 63.7％まで減少している。

－21－

３．水産業

0
10
20
30
40
50
60
70
80

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

生産量 指定漁業 一般漁業 海面養殖業
（千トン）

指 定 漁 業

一 般 漁 業

海面養殖業

合　計

38,662

11,685

4,854

55,201

26 年

72,908

25,452

5,384

103,744

17 年

55,196

16,753

6,345

78,294

18 年

58,978

19,498

4,847

83,323

19 年

53,506

21,353

4,638

79,497

20 年

71,537

15,197

5,702

92,436

21年

63,278

13,655

4,500

81,433

22 年

60,459

15,760

4,552

80,771

23 年

54,505

15,204

4,462

74,171

24 年

53,026

13,407

4,520

70,953

25 年

生産量

注）指定漁業　：　大中型まき網漁業（大臣許可）　　　　　　　　　　　　 （長崎農林水産統計年報）
　　一般漁業　：　指定漁業以外の海面漁業
　　養殖漁業　：　魚類、貝類、藻類等の海面養殖業
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＜水産業の振興＞

　水産業の生産増大と
基盤整備のため、魚礁
等による漁場や藻場の
造成、漁業生産関連施
設の整備を水産基盤整
備事業や新水産業収益
性向上・活性化支援事
業（県単独）等により
推進している。
平成 27 年度までの事業
実施件数は 2,082 件、

－22－

３．水産業

小中学生を対象とした魚料理の講習会

若松漁協で初めて行われた魚祭りの売り子たち

魚祭りで即売される朝獲れの魚

総事業費は約 416 億円
にのぼっている。
　また、栽培漁業や資
源管理型漁業の推進、
養殖業の振興、磯焼け
対策、水産物の加工・
流通対策、漁業の担い
手対策等を漁協や漁業
士会、五島市、新上五
島町などと連携し、積
極的に実施している。
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事　　業　　名 事業年度

H27

H27

H27

H27

H27

H27

H27

H27

H27

H27

総事業費
（千円）

1,063
　

4,320

　

143,222　

92,815

　

800
　

1,423
　

　
1,277

　

6,203

11,018　

9,350　

輝くながさき園芸産地振興計画
推進事業（県単）

輝くながさき園芸産地振興計画
推進事業（県単）

畜産クラスター構築事業
（国庫）

家畜導入事業（県単）
　農協有導入
　市町有導入（基金造成）

「平茂晴」娘牛保留促進事業
（県単）

長崎県放牧定着化総合対策
事業（県単）

高品質乳用牛導入事業
（県単）

耕作放棄地再生利用緊急対策
交付金（国庫）

長崎県鳥獣被害防止総合対策
事業（県単）

機構集積協力金交付事業
（国庫）

事　業　概　要

対象品目：アスパラガス
事業内容･事業量：改植 30a

対象品目：ハウスびわ
事業内容･事業量：ハウス長寿命化 4 棟 38a

対象品目：繁殖牛
事業内容･事業量：繁殖牛舎 6 棟
堆肥舎 2 棟
繁殖雌牛の導入 15 頭

対象品目：繁殖牛
事業内容･事業量：優良雌牛導入 143 頭
繁殖雌牛の導入（農協有） 143 頭

対象品目：繁殖牛
事業内容･事業量：40 頭

対象品目：繁殖牛
事業内容･事業量：放牧地設置　3 件　329a

対象品目：ホルスタイン
事業内容･事業量：2 頭

事業内容･事業量：（40 地区）
再生作業、土地改良、営農定着等

事業内容･事業量：
　イノシシ捕獲報奨金、箱わな、
　ワイヤーメッシュ柵

事業内容･事業量：
　農地集積面積　3,267a

農業関係

４．農林水産関係主要事業
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４．農林水産関係主要事業

事　　業　　名 27 年度
実施地区数

27 年度事業費
（H26 繰越額）

2

1

1

1

1

1

7地区

483,989　
（154,000）

80,889　
（10,000）

2,063　

26,492　

18,927　

9,990　

622,350　
（164,000）

2 7 年度事 業実施 概要

暗渠排水工　A=40.1ha
換地業務　一式

区画整理工　A=1.9ha
調査・測量・設計　一式
換地業務　一式

機能診断調査　一式

用水路工（パイプライン）L=394ｍ

※Ｈ26 繰越額は H27 年度事業費の内数 

農業・農村整備関係 （単位　千円）

農 地 整 備 事 業
（経 営 体 育 成 型）

農 地 整 備 事 業
（畑地帯担い手育成型）

基 幹 水 利施 設 ストック
マ ネ ジ メ ン ト 事 業

農村災害対策整備事業

水管理施設補修　一式

海岸保全施設整備事業
（海岸堤防等老朽化対策）

農業水利施設合理化
保全事業

　 計 　
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林業関係

４．農林水産関係主要事業

事業年度 総事業費(千円)
H27実施 （森林整備の推進）

利用間伐
五 島 市
新 上 五 島 町

（小　計
ツバキ林整備
新 上 五 島 町

（小　計
保育間伐
五 島 市
新 上 五 島 町

（小　計
作業道開設
五 島 市 ｍ
新 上 五 島 町 ｍ

（小　計 ｍ)

H27実施 （森林整備の推進）

保育間伐
五 島 市
新 上 五 島 町

（小　計
作業道開設
五 島 市 ｍ
新 上 五 島 町 ｍ

（小　計 ｍ)
H27実施 （森林整備の推進）

ツバキ林整備
五 島 市
新 上 五 島 町

（小　計
保育間伐
新 上 五 島 町

（小　計
H27実施 （松林の健全な育成、保全）

衛生伐
五 島 市 ㎥

（小　計 ㎥)
H27実施 （森林整備の推進）

利用間伐
五 島 市
新 上 五 島 町

（小　計
保育間伐
五 島 市

（小　計
作業道開設
五 島 市 ｍ
新 上 五 島 町 ｍ

（小　計 ｍ)

事業概要及び実施箇所事 業 名

森林環境保全直接
支 援 事 業

森林環境保全直接
支 援 事 業
（ 環 境 ）

公的森林整備事業

保全松林緊急保護
整 備 事 業

森 林 整 備
加速化・林業再生
事 業
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４．農林水産関係主要事業

林業関係

事 業 名 事業年度 総事業費

法枠工、落石防護工、地山補強土工
復 旧 治 山 事 業 新上五島町　4ヶ所　

落石緩衝柵工、地山補強土工、法枠工、土留工
谷止工、流路工、固定工予 防 治 山 事 業 五島市　　　2ヶ所　（26繰　1ヶ所）
新上五島町　2ヶ所　

下刈、補植、つる枯殺、防風工
保 育 事 業 五島市　　　１ヶ所

新上五島町　１ヶ所

法枠工、簡易法枠工、土留工、落石緩衝柵工、
地山補強土工、新上五島町　１ヶ所

簡易法枠工、根固工、被覆工、水路工、伏工、
防鹿柵工、転落防止柵工、暗渠工、測量設計県 単 独 治 山 事 業 五島市　　　6ヶ所　
新上五島町　2ヶ所

森林管理道 
開設延長  ２路線　 451ｍ (26繰0ｍ(先行土工区間)) 
五島市　１路線    451ｍ
新上五島町　１路線　0ｍ (26繰0ｍ(先行土工区間))
林業専用道 
開設延長　  １路線　   
五島市　    １路線   （H28へ繰越）

林 道 開 設 事 業

美しい森林づくり
改良

基 盤 整 備 交 付 金
　五島市　１路線　280ｍ
改良
　新上五島町　1路線　（H28へ繰越）

五島市　　 １路線　13ｍ 林道災害復旧事業 新上五島町 ２路線　64ｍ

注）　（　）は、H26繰越で外数

地域防災対策総合治山
事 業

事 業 概 要 及 び 実 施 箇 所

127,380
127,380

H27
計

75,556
46,445

122,001

H27
H26( 繰 )

計

7,799H27

101,348H27

53,327
53,327

H27
計

25,303H27

21,792H27

154,456
56,495

210,951

H27
H26( 繰 )

計
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＜道　　　路＞

　五島の道路網は、一般国道 1路線 97km、主要地方道 9路線 122km、一般県道 13 路線 144kmの合計 23
路線 362kmで構成されている。
　道路現況は改良率 88.0％であるが、2 車線以上を有する改良率は 55.2％で、自動車の離合に支障をきたして
いる区間も少なくない。また、市町道の延長は1,516km、改良率 46.7％である。
　道路は島民の暮らしに欠かせない生活基盤であり、農林水産業を始めとするしまの生産活動を支える産業基
盤でもあることから、その早急な整備が切望されている。また、教会群や自然景勝地など豊かな地域資源を活
かした観光ルートとしての役割も期待されている。
そのため、島内各地域間の結節強化、しまの玄関口である空港・港湾へのアクセス向上、快適な観光周遊路
の確保等を目的として、道路の拡幅や線形改良、バイパスの建設、災害危険箇所の解消に取り組み、交通環
境整備の面から地域振興に寄与する。
平成 28 年度は、下五島地区において、一般県道玉之浦岐宿線幾久山工区の道路改良や主要地方道富江岐宿
線松尾工区の歩道整備、一般県道椛島線本窯地区の落石対策など、22 箇所で補助事業を実施し、上五島地
区においても、国道 384号三日ノ浦バイパス、主要地方道有川新魚目線広瀬工区や一般県道青方港魚目線奈摩
工区など 12 箇所で補助事業を実施する。併せて、これらを補完する県単独事業についても、引き続き進捗を
図る。（補助事業とは、国から社会資本整備総合交付金を受けて実施する事業のことを指す。）

－28－

１．道　路

改良工事が進む

一般県道玉之浦岐宿線

幾久山工区

改良工事が進む

一般県道青方港魚目線　　

奈摩工区
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１．道　路

道路の改良・舗装率 （平成 27 年４月１日現在）

道 路 種 別

国 道

（主 要 地 方 道）

（ 一 般 県 道 ）

県 道 計

国 県 道 計

市 町 道

区　　　　　分
長 崎 県

  率（％）   率（％） 実延長（㎞）

五 　 　 島

改　　良

　 〃 　 5.5ｍ以上

舗　　装

改　　良

　 〃 　 5.5ｍ以上

舗　　装

改　　良

　 〃 　 5.5ｍ以上

舗　　装

改　　良

　 〃 　 5.5ｍ以上

舗　　装

改　　良

　 〃 　 5.5ｍ以上

舗　　装

改　　良

　 〃 　 5.5ｍ以上

舗　　装

96.0

88.5

99.0

81.1

68.0

95.7

72.9

53.6

94.5

77.0

60.7

95.1

82.9

69.4

96.3

49.7

15.3

91.5

97.9

76.6

99.9

90.8

64.5

99.8

78.9

33.0

96.0

84.3

47.4

97.8

88.0

55.2

98.4

46.7

10.5

77.9

96.7

121.6

143.5

265.1

361.8

1,516.3
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＜港湾・漁港＞

　港湾は、下五島地区に重要港湾1港、地方港湾7港、56条港湾6港の計14港、上五島地区に地方港湾7港で
合計 21港と数多く点在し、島内外の人流・物流の拠点あるいは、地域基幹産業である水産業の基盤として整備を
すすめている。
　社会資本整備重点計画に基づき、下五島地区においては、防災安全社会資本整備交付金事業として福江港他３
港を、上五島地区においては、防災安全社会資本整備交付金事業として有川港他２港を、港整備交付金事業とし
て青方港を整備中である。
　　漁港は、下五島地区においては、第4種漁港3港、第3種漁港1港、第2種漁港2港の計 6港、上五島地
区に第3種漁港1港、第2種漁港7港、第１種漁港1港の計 9港で、合わせて15港を有している。また、市、町
管理漁港（第1種）60港を有している。
これらの漁港は、水産業における生産基盤であるばかりでなく、地域住民の生活拠点の性格も強い。下五島地区に
おいては、水産流通基盤整備事業として奥浦漁港の１漁港、水産基盤整備事業として三井楽漁港と荒川漁港の２漁
港を、上五島地区においては、水産物供給基盤機能保全事業として奈良尾漁港外 8漁港を、水産業強化対策整備
交付金として奈摩漁港外１港を整備している。

－30－

２．港湾・漁港

福　江　港



＜河　　川＞

　管内の2級河川は、下五島地区16水系 23河川、上五島地区7水系9河川、合わせて23水系32河川があり、
県で管理を行っている。
これまで、集中豪雨や、台風などで甚大な被害を受けたところを中心に整備を行ってきたが、なお河積が狭小
な未改修区間が残っている。このため水害などの災害を未然に防止するとともに、川に親しみやすい河川整備を
進めている。平成 28 年度は、下五島地区で牟田川他１河川、上五島地区で釣道川１河川の河川改修事業を実
施している。

＜砂防・地すべり・急傾斜地＞

　砂防・急傾斜地関係事業は、土石流、がけ崩れ等の土砂災害を防止するため重点危険箇所から対策を実施
している。
平成28年度の砂防事業は、下五島地区で琴石川他 2箇所、上五島地区で中尾川（ハ）他8箇所を実施している。
地すべり防止事業は、上五島地区で鶴山下地区を実施している。急傾斜地対策事業として、下五島地区で東平
地区他 2地区を、上五島地区で小奈良尾地区を実施する。

＜土砂災害防止法に関する土砂災害特別区域等の指定＞

　土砂災害（急傾地崩壊・土石流）が発生するおそれがある区域を明らかにし、警戒避難体制の整備や一定
の行為の制限を行うことにより、土砂災害から住民の生命を守るために、危険箇所の基礎調査の実施と土砂災
害警戒区域等の指定の推進を行っている。
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４．建設関係主要事業
事　業　名 事業年度

H27 ～ H29
　
　
　
　
　

H24 ～ H28
　
　
　
　
　

H24 ～ H28
　
　
　
　
　

H22 ～ H29
　
　
　
　
　

H27 ～ H31
　
　
　
　
　

H27 ～ H31
　
　
　
　
　

H23 ～ H28
　
　
　
　
　

H28 ～ H30
　
　
　
　
　

H28 ～ H32
　
　
　
　
　

H25 ～ H30
　
　
　
　
　

H26 ～ H30
　
　
　
　
　

H25 ～ H31
　
　
　
　
　

H19 ～ H29

H19 ～ H28

H16 ～ H28

2

4

7

5

6

3

2

2

4

5

5

15

68

35

22

五島市富江町黒瀬
計画延長　240ｍ　幅員 5.5（8.95） ｍ

五島市岐宿町楠原
計画延長　1,090ｍ　幅員 6.0（9.75） ｍ

五島市玉之浦町大宝
計画延長　1,500ｍ　幅員 5.5（7.0） ｍ

五島市玉之浦町中須～幾久山
計画延長　730ｍ　幅員 5.5（8.75） ｍ

五島市上大津町
計画延長　1,010ｍ　幅員 6.0(9.75)ｍ

五島市浜町
計画延長　800ｍ　幅員 5.5(9.25)ｍ

五島市吉田町～堤町
計画延長　465ｍ　幅員 5.5(9.25)ｍ

五島市富江町松尾
計画延長　480ｍ　幅員 6.0(9.75)ｍ

五島市下崎山町
計画延長　400ｍ　幅員 5.5(9.25)ｍ

五島市大円寺町～吉田町
計画延長　620ｍ

五島市本窯町
計画延長　530ｍ
　
新上五島町榎津郷～丸尾郷
計画延長　1,060m　幅員 6.0(12.0)ｍ
　
新上五島町三日ノ浦郷～相河郷
　計画延長　2,000ｍ　幅員 6.0(9.75)ｍ

新上五島町奈摩郷～曽根郷
計画延長　1,700ｍ　幅員 5.5(7.0)ｍ

新上五島町奈摩郷
計画延長　2,190ｍ　幅員 6.0（9.75 ～12.0）ｍ

総事業費 事　　業　　概　　要

一 般 国 道 ３ ８ ４ 号
道 路 改 良 工 事

（ 黒 瀬 拡 幅 ）

主要地方道富江岐宿線
道 路 改 良 工 事

（ 楠 原 工 区 ）

主要地方道玉之浦大宝線
道 路 改 良 工 事

（ 大 宝 工 区 ）

一般県道玉之浦岐宿線
道 路 改 良 工 事

（ 幾 久 山 工 区 ）

主要地方道福江空港線
道 路 改 良 工 事

（ 上 大 津 工 区 ）

主要地方道福江富江線
道 路 改 良 工 事

（ 浜 工 区 ）

主要地方道福江富江 線
交通安全施設等整備工事

（ 堤 工 区 ）

主要地方道富江岐宿線
交通安全施設等整備工事

（ 松 尾 工 区 ）

一 般 県 道 大 浜 福 江 線
交通安全施設等整備工事

（ 下 崎 山 工 区 ）

主要地方道福江富江線
道 路 災 害 防 除 工 事

（ 大 円 寺 地 区 ）

一 般 県 道 椛 島 線
道 路 災 害 防 除 工 事

（ 本 窯 地 区 ）

一 般 国 道 ３ ８ ４ 号
道 路 改 良 工 事

（ 榎 津 工 区 ）

一 般 国 道 ３ ８ ４ 号
道 路 改 良 工 事

（ 三日ノ浦 バ イパ ス ）

主要地方道有川新魚目線
道 路 改 良 工 事

（ 広 瀬 工 区 ）

一般県道青方港魚目線
道 路 改 良 工 事

（ 奈 摩 工 区 ）



事 業 名 事業年度 総事業費 事 業 概 要
億円 浮桟橋　　　　　　      1基

H24～H30 物揚場（-3ｍ）改良 65m、防波堤　60m
H24～H30 浮桟橋（改良）　　　    2基

　岸壁(-7.5ｍ)(改良)     170ｍ
　岸壁(-7.5ｍ)(改良)　 　240ｍ

物揚場（-3.0ｍ)(改良） 180ｍ
道路(改良)　　　　   　870ｍ
その他、係留施設・輸送施設の改良

H8～H30 航路泊地（-5.5ｍ）94,800㎡
(完成施設）　　　　　　(完成施設)
防波堤　　　　150ｍ　　船揚場（-3ｍ)(A) 150m
泊地(-1ｍ） 4,150㎡　　船揚場　50ｍ
泊地(-5.5ｍ)16,730㎡　 道路(1)　325ｍ
岸壁(-5.5ｍ)　200ｍ　　道路(2)　290ｍ

H24～H30 道路(改良）            1700ｍ
物揚場（-3.0ｍ）（改良) 200ｍ
物揚場（-1.0ｍ）（改良)  98ｍ
浮桟橋（改良)  　　　　 　1基

H23～H30 　岸壁（-5.5ｍ）（耐震）100ｍ
　泊地（-5.5ｍ）　　　2,600㎡
　橋梁（耐震）1式

H23～H30 （夏井地区)浮桟橋1基　物揚場(-3m)(改良)18m
　（白這地区）船揚場 20ｍ
　（奈留地区）岸壁(-5.0m)(改良)１式

H24～H31 青方地区
道　路　  6ｍ×585ｍ  橋梁（改良）１基

H20～H34 有川地区
　防波堤(改良)   260m　防波堤（改良）（２）480m
　橋梁(改良)(耐震)         １基（完成）
　岸　壁(-5.5m)(改良)(耐震) 90m（完成）

H24～H30 防波堤A(改良)     20ｍ　－2ｍ物揚場Ａ(改良)65ｍ
西防波堤(改良)    70ｍ　－2ｍ物揚場Ｂ(改良)57ｍ
北防波堤2号(改良）30ｍ  用地            7,600㎡
Ｃ防波堤(改良)    60ｍ　護岸　　          125ｍ
Ａ突堤(改良)      20ｍ  Ｒ護岸(改良)       27ｍ
－３ｍ岸壁        50ｍ  道路              190ｍ
－４ｍ岸壁        45ｍ  道路（改良）      550ｍ
Ｇ物場場（改良)　 75ｍ

H24～Ｈ28 防波堤                     60ｍ
Ｊ防波堤(改良)            235ｍ
係船突堤                   40ｍ
－３ｍＢ岸壁(改良)        109ｍ

H24～Ｈ29 沖防波堤(改良)            440ｍ
浮桟橋　      　　　  　　1基
－2ｍ物揚場Ａ　　　　 　100ｍ
－2ｍ物揚場（改良）　　　80ｍ

H24～Ｈ31 （荒川地区）浮桟橋　1基　船揚場 15m　　道路45m
-2ｍ物揚場（改良）60ｍ　用地　4,300㎡
（白泊地区）防波堤　210ｍ　護岸　50ｍ　-3m泊地1200m2
-3m岸壁　104m　　浮桟橋　１基　取付護岸　25m
道路　200ｍ　用地　4,200ｍ2　用地護岸　60m
改修延長                4,090ｍ
平均川巾                 19.8ｍ
改修延長                1,530ｍ
平均川巾            8.3～10.6ｍ
改修延長　　            1,450ｍ
平均川巾　       　30.8～11.5ｍ
計画延長                  194ｍ
法面工                 19,900㎡
計画延長                  217ｍ
法面工                  7,300㎡
計画延長                  118ｍ
法面工                  2,200㎡
１号えん堤      H=14ｍ、L=100ｍ
２号えん堤       H=10ｍ、L=58ｍ

えん堤           H=6.5ｍ、L=47ｍ

えん堤           H=11ｍ、L=96ｍ
1号えん堤　　　　H=12.5ｍ、L=74ｍ
2号えん堤        H=14.5ｍ、L=66.5ｍ

中尾川(ハ)通常砂防工事 H27～H32

福江港防災安全社会資
本 整 備 （ 改 修 ） 事 業

福江港防災安全社会資
本 整 備 （ 統 合 ） 事 業

富江港防災安全社会資
本 整 備 （ 改 修 ） 事 業

富江港防災安全社会資
本 整 備 （ 統 合 ） 事 業

奈留漁港水産流通基盤
整 備 事 業

荒川漁港水産生産基盤
整 備 事 業

相の浦港①防災安全社会資
本 整 備 （ 統 合 ） 事 業

相の浦港②防災安全社会資
本 整 備 （ 統 合 ） 事 業

浦郷寺畑川通常砂防事業 H23～H31

琴 石 川 通 常 砂 防 事 業 H19～H35

青方港地方創生港整備推進
交 付 金 事 業

有川港社会資本整備総
合交付金（活力創出基
盤 整 備 ） 事 業

H3～H33
後 の 川 総 合
流 域 防 災 事 業 H4～H34

牟 田 川 総 合
流 域 防 災 事 業

三井楽漁港水産生産基
盤 整 備 事 業

奥浦漁港水産流通基盤
整 備 事 業

釣 道 川 総 合
流 域 防 災 事 業

小 川 原 地 区 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 事 業 H24～H30

東 平 地 区 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 事 業 H22～H30

H4～H34

戸楽 地区急傾斜地
崩 壊 対 策 事 業 H26～H30

妙泉寺川通常砂防工事 H27～H34
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＜生活保護＞

　五島では、平成 28 年 3 月現在、1,136 人が生活保護の適用を受けている。
　五島の保護率（平成 27 年度平均）は 2.01％で、県平均の保護率 2.23％を下回るが、人口 1,000 人あたり
20 人近くが生活保護を受けている。
　被保護人員は、昭和 39 年度 4,427人をピークに減少し、昭和 45 年度を境に一旦増加、昭和 50 年度以降
は再び減少傾向にあった。しかし、近年、不況の影響等もあり増加傾向が続いている。
　被保護世帯の構成（平成 27 年度平均）は、高齢者世帯が全世帯の 53.1％となっており、傷病者世帯が
16.3％とこれに次いでいる。
※平均は平成 28 年 4 月時点の集計値

管轄事務所別保護率の年次推移

－34－

１．福祉保健

（単位 : ％）

※各年度の平均保護率   
※五島市福祉は H16.8.1 以前は福江市福祉   

長崎県
五島福祉
上五島福祉
五島市福祉

年　次

長　崎　県

五 島 福 祉

上 五島 福祉

五島市 福祉

S55

2.14

2.65

2.23

3.82

S60

1.91

2.40

1.97

3.39

H2

1.40

1.39

1.22

2.48

H7

1.08

1.29

1.09

1.69

H12

1.15

1.31

1.02

1.65

H17

1.62

1.21

1.70

H22

2.00

1.72

1.91

H26

2.23

1.84

2.06

H27

2.23

1.73

2.16

（％）
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（介護保険の状況）
　平成 12 年 4 月に施行された介護保険法に関して、地域格差のない効率的な介護保険事業の推進のため
に、市町が実施する介護保険事業を積極的に支援する。

⑴　第 1号被保険者の保険料基準月額

⑵　要介護度別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 28 年 3月）

＜心身障害者（児）福祉＞

　身体障害者（児）は、平成 28 年 3 月末現在 3,977人、知的障害者（児）は、902 人（手帳交付者）、
精神障害者は、612 人（手帳所持者）となっているが、近年における不慮の事故、交通事故及び脳卒中等
の疾病による後遺症のほか、高齢者の増加に伴い県内の身体障害者は増加傾向にあるが、五島においては、
ほぼ横ばいである。
　社会的かつ心身に重いハンディキャップを持つ方々のため、市町には身体障害者相談員・知的障害者相談
員等が置かれているほか、平成 15 年 4月から障害者福祉において支援費制度が導入され、利用者がサービ
ス事業者を選択し契約することによりサービスを利用する仕組みとなった。また、障害福祉サービスに係る
給付に加え、地域生活支援事業による支援を明記し、それらの支援を総合的に行うことを内容とした、障害
者総合支援法が平成 25 年 4月から段階的に施行されている。
　なお、福祉事務所では次のような援助活動を実施している。

　・特別障害者手当等の支給　　　・障害者スポーツの振興

＜母子・寡婦・父子福祉＞

　平成 28 年 4 月1日現在、五島における母子世帯は 659 世帯、寡婦世帯は 877 世帯，父子世帯は 90 世
帯を数え、その生活は厳しいものがある。
　このため経済的自立と生活意欲の助長を目的として、母子及び父子並びに寡婦福祉法による母子・父子自
立支援員が福祉事務所に配置され、生活相談に限らず、母子父子寡婦福祉資金の貸付け、ひとり親家庭等
日常生活支援事業、ひとり親家庭等生活向上事業、ひとり親家庭指導者人材育成事業などの事業を実施し
ている。また、このほか医療費の補助を実施している。
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五　　　島　　　市

新　上　五　島　町

県　　　平　　　均

要支援1

567

242

15,251

要支援2

275

154

14,514

要介護1

660

370

19,332

要介護2

416

337

14,335

要介護3

358

259

10,859

要介護4

432

169

9,967

要介護5

310

129

6,814

計

3,018

1,660

91,072

五　　　島　　　市

新　上　五　島　町

県　　　平　　　均

保険料月額

6,233

6,150

5,770
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＜児 童 福 祉＞

　次代を担う児童の健全育成に関する事項は、児童福祉行政の最も重要な施策の一つである。
　そのため、福祉事務所に家庭児童相談室が設置され、児童に関する各種の相談に応じてきたが、児童福
祉法の改正により平成 17 年 4 月からは市町が窓口となり、家庭、学校、民生委員・児童委員、福祉事務所、
児童相談所等の関係機関と連携を図りながら、児童の健やかな成長を願って相談活動を進めている。
　五島管内における平成 27 年度の相談延べ件数は 814 件で、それを内容別にみると、特に、「養護相談」
の項目が 415 件（50.1％）となっていて、最も多いのは児童虐待（258 件）に関する相談である。次いで多
いのは、「育成相談」の項目が 104 件（12.8％）となっていて、その多くは、適性に関する相談（36 件）である。
　 “児童虐待”については、全国的に年々増加している。この背景として、都市化、核家族化、経済不況
等の社会の変化に伴う家庭の孤立化や、家庭や地域における子育て機能の低下などさまざまなことが指摘さ
れている。
　このような社会状況の中で子どもたちが健やかに育つために、学校と家庭、民生委員・児童委員、児童
相談所等、関係機関との連携を図りながら、地域社会が一体となった児童福祉を進めている。
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児童養護施設：奥浦慈恵院（五島市平蔵町）
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＜五島の地域保健の現状＞

　人口及び世帯数（平成 27 年 10 月1日現在）は、56,855 人 26,774 世帯であり、65 歳以上人口の割合は、
37.1％（五島市 36.9％，新上五島町 37.6％）と県平均の 29.5％を上回っている。
　平成 26 年の死亡率は 16.9（人口 1,000 対）（県平均 12.3）であり、死因別死亡率では、悪性新生物（がん）
516.8（人口 10 万対）（県平均 355.7）、脳血管疾患 132.6（同）（県平均 99.5）、心疾患 254.9（同）（県平
均 185.0）となっており、県平均をいずれも上回っている。
　特定健診や各種がん検診は市町において実施されており、それぞれの受診率は P88 表④のとおりである。
　特定健診の受診率は市町国保全体の平均と大きな差はないが、平成 26 年度の目標値である 45％には達
していないため、今後も疾病の早期発見・早期治療につながる各種健診の受診率向上に取り組むとともに、
個人・企業・行政が連携し、地域ぐるみの総合的な健康づくり事業を推進していく必要がある。

＜保健医療体制＞

（ア）保　健（H28.4.1 現在）　
　保健活動は、五島保健所、上五島保健所及び市町において実施されている。保健施設としては有川
健康センター、福江総合福祉保健センター、奈留保健センター及び奈良尾保健センターがある。保健活
動の主体をなす保健師は、下五島地区に 22人（保健所 5人、市 17人）、上五島地区に15人（保健所 5人、
町 10 人）が就業している。

（イ）医　療（施設は H26.10.1 現在、医師・歯科医師・薬剤師は H26.12.31 現在、人口 10 万対は　　
　　　H26.10.1 推計人口に対する従事者、看護師・准看護師は H24.12.31 現在、人口 10 万対は H24.10.1
　　　推計人口に対する従事者）
　　　病院は 5 施設 (694 床）である。

　一般診療所は 63 施設（170 床）あり、その配置は旧福江地区が全体の 34.9%(22 施設）を占めてお
り偏在がみられる。また 63 施設のうち 28 施設は出張診療（兼任）による診療日時が限られた施設で
ある。
　医師は 110 人、うち 65 人は 5 病院に勤務する医師である。人口 10 万対率では、189.5 と県平均
301.0 を大きく下回り、さらに診療所医師の高齢化が進んでおり、今後の医師確保が課題となっている。
　医師以外の医療従事者についても、歯科医師 31 人（人口 10 万対 53.4）、薬剤師 74 人（同 127.5）、
看護師 451 人（同 733.0）、准看護師 346 人（同 562.3）など、いずれも県平均（歯科医師 88.3、薬
剤師 204.5、看護師 1047.1、准看護師 596.1）を下回っている。
　また、福江島周辺には 10km 前後離れて人口 1,000 人以下の８つの小離島がありこのうち久賀島、椛
島には医師が配置されているが、黄島、赤島、嵯峨島は出張診療によって診療が行われている。

（ウ）救急医療体制（H28.4.1 現在）　　 
　救急医療体制は初期救急医療として、日、休日における在宅当番医制度による体制（福江地区）や
かかりつけ医で対応するとともに、二次救急医療については当地域の中核病院である五島中央病院を中
心として奈留医療センター・富江病院・上五島病院が救急告示医療機関として対応している。
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＜環境と衛生薬務＞

（ア）薬事関係対策
　医薬品医療機器等法関連施設（薬局、医薬品販売業、高度管理医療機器販売業者等）、麻薬及び
向精神薬取締法関連取扱施設（医療施設、薬局等）、毒物及び劇物取締法関連施設（登録業者）等
に対し、定期的な監視、指導を実施している。
　また、薬物乱用防止事業や献血推進事業の普及・啓発活動を行っている。

（イ）環境衛生対策
　理容所、美容所、クリーニング所、旅館、公衆浴場、興行場等の環境衛生関係営業施設は住民の日常
生活に深くかかわりを持つ営業施設であるため、公衆衛生の見地から定期的に監視、指導を実施している。
　特に、近年、問題となったレジオネラ症の発生を未然に防止するため、循環式ろ過施設を設置している入
浴施設を重点とした監視、指導を実施している。

（ウ）食品衛生対策
　食品衛生業務として、飲食に起因する衛生上の危害の発生や不適正表示を防止し、公衆衛生の向上及
び増進に寄与することを目的とし食品の安全・安心確保のため、食品衛生法に基づいて食品関係営業施
設の改善、整備及び適正な管理運営並びに不良食品の排除について監視、指導、検査等を行っている。
　近年、食品加工技術と食品流通の急速な発展に伴い、多種多様な食品が供給されるようになり、生産
から加工、流通、消費に至る幅広い視点に立った総合的な安全確保対策が重要となってきた。
　このことから、平成 16 年度より「長崎県食品衛生監視指導計画」に基づく「保健所食品衛生監視指
導計画」を策定し、重点的・効率的かつ効果的な監視指導を実施している。

（エ）廃棄物対策
　廃棄物には事業活動に伴って生じる汚泥、廃油、がれき類等の産業廃棄物と、住民の日常生活に伴っ
て生じるし尿やごみ等の一般廃棄物があり、次のような施策を講じている。
①　一般廃棄物の処理施設に対する適正処理の指導等
②　産業廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理業者などに対する定期的監視、適正処理の指導等
③　廃棄物の適正処理の推進のためのパトロールの実施及び不法投棄の監視の強化
　また、廃棄物の適正処理の推進のほか、ごみの発生を抑制し、再利用等を進める循環型社会の実
現に向け、容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、食品リサイクル法、建設リサイクル法、自動車リ
サイクル法、小型家電リサイクル法が整備され、リサイクルの推進が図られている。
　なお、浄化槽の設置に対しては補助制度が設けられ、五島市、新上五島町において実施されている。

（オ）公共用水域対策
　五島地区の海域８地点及び河川 6地点を年 6回～12 回水質調査している。近年の状況をみると、概
ね環境基準を達成しており、水質はほぼ横ばいで推移している。
　福江川については、生活排水により水質汚濁が進行していることから、平成 14 年 1月 29日に水質汚
濁防止法に基づく「生活排水対策重点地域」に指定され、種々の水質汚濁防止対策が実施されている。

（カ）海水浴場水質検査
　年間延べ利用客が概ね５千人以上ある高浜（五島市三井楽町）、香珠子（五島市浜町）及び蛤浜（新
上五島町）の計３か所の海水浴場について、遊泳前と遊泳中の時期に年2回水質検査を実施している。
　なお、例年の検査結果は、いずれも水質が良好な海水浴場と判定されている。
　また、環境省が平成 18 年度に新たに選定した「快水浴場百選」に、高浜及び蛤浜の２か所の海水
浴場が選ばれ認定されている。

（キ）酸性雨、放射能及び大気汚染状況の観測
　五島市玉之浦町に国設の酸性雨測定局が設置され、平成 6 年 5月から測定を開始している。さらに、
同測定局内に環境放射性物質監視測定装置が設置され、平成 13 年 6月より測定を開始した。
　また、五島振興局敷地内に大気汚染常時監視測定局の設置及びテレメータシステムが整備され、平
成 19 年 4 月より測定が開始された。これにより、毎年春期（4～ 5 月）に高濃度になる光化学オキシ
ダントについても、常時監視を行っている。
　なお、平成 25 年 3月から微小粒子状物質（PM2.5）についても常時監視を行っている。

第
四
章
福
祉
保
健
・
生
活
環
境
・
教
育

－39－

１．福祉保健２．生活環境



第
一
章
沿
革
・
自
然
・
人
口
・
産
業
・
商
工
業
・
観
光
・
市
長
行
財
政

第
四
章
福
祉
保
健
・
生
活
環
境
・
教
育

＜教　　　育＞

　平成 28 年 5 月現在、 五島地域には小学校 30 校、 中学校 18 校、 高等学校 7 校（うち定時制 1 校）、特
別支援学校 1 校（分校）がある。
　平成 28 年 3 月卒業者については、高校進学率は 99.8％であるが、大学等への進学率は 72.2％である。
　また、島内には大学や専修学校等が無く、また、雇用の場も不足しているため、高校卒業者の 9 割以上
が島外に出ている。

①　学校数・児童生徒数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 28 年 5 月現在）

※　幼稚園は私立を含む。中学校（　）は休園中及び休校中で内数、高等学校は定時制を含む。 

②　文化・体育施設数 
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区分

市町名

五　島　市

新上五島町

五　島　計

3

3

6

163

86

249

19

11

30

1,751

855

2,606

12

6

18

(1)

(1)

890

534

1,424

5

2

7

939

521

1,460

幼　稚　園

園　数 園児数

小　学　校

学校数 児童数

中　学　校

学校数 生徒数

高 等 学 校

学校数 生徒数

1

0

1

36

0

36

特 別 支 援 学 校

学校数 生徒数

種別

市町名

五　島　市

新上五島町

五　島　計

18

7

25

1

5

6

1

1

2

8

15

23

1

2

3

1

2

3

4

5

9

文　化　施　設

公 民 館 図 書 館 博 物 館

体　育　施　設

体 育 館 陸 　 上
競 技 場 野 球 場 プ ール

( 市町調べ )


